
 

 八代工業高等学校（全日制） 令和４年度（２０２２年度）学校評価計画表 
 

１ 学校教育目標 

（１）地域に信頼され、愛され、必要とされる学校づくり 

（２）ものづくりと部活動をとおした文武両道の人づくり 

（３）ＤＸ時代を見据えた社会に貢献できるＩＴ人材の育成 

（４）常により良いものへと向かう姿勢の育成   （教育スローガン「ＮＥＸＴ ＯＮＥ」） 

 

２ 本年度の重点目標 

本校の校訓「誠実」を基柱とし、熊本県教育庁の令和３年度（２０２１年度）「教育指導の重点」

並びに「取組の方向」に則り、家庭、地域、学校が連携し、生徒の「夢実現」と「生きる力の育成」

に向けた教育活動を推進する。 

（１）学力の定着向上と健全な心身の育成   

（２）マイスター・ハイスクール事業による地域を担う産業人材の育成 

（３）部活動の推進と適正化              （４）本校の魅力発信 

（５）安全教育並びに危機管理の充実          （６）校務整理と業務改善 

 

３ 自己評価総括表 
    評 価 項 
目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 大
項
目 

小項目 

学
校
経
営 

学校目標及び

重点目標の共

有 

・学校の教育目

標 及 び 本 年

度 の 重 点 目

標 の 周 知 徹

底 

・教育目標と重

点 目 標 を 説

明し､教職員

は９５％､生

徒・保護者は

８ ０ ％ 以 上

の 認 知 度 を

目指す 

・職員会議、

全校集会、

ＰＴＡ総会

、学年保護

者会学校新

聞等で本年

度教育方針

等の説明 

Ａ 

学校評価アンケートの結

果は、職員が100％、生徒

94.4％、保護者73.8％で

あり、年度当初の保護者

総会の実施はできなかっ

たが、2学期に1，2年生の

保護者会実施の成果と考

える。 

 

業務改善 

 

 

 

 

 

 

 

・業務改善意識

の醸成 

・職員間の仕事

上の連携 

・職員アンケー

トによる計画

的な「校務の

工夫と超過勤

務削減への取

組についてで

きている」を

７０％以上、

「職場へ向か

うことが楽し

い」が７０％

以上 

・業務改善策の

取組 

・業務改善の意

見集約とやり

甲斐のある職

場環境づくり 

・科会及び部会

、委員会等で

、職員の帰属

意識の向上 

・業務改善の検

討と提案 

Ａ 

学校評価アンケートの結

果では、業務改善を意識

して校務に取組んでいる

が67.3％であり、昨年よ

り約5ポイント上昇した。

また、ICT機器を活用した

職員朝会や職員会議等の

実施、アンケート等活用

により業務の改善が進ん

だ。今後は、ICT機器を活

用した授業改善・工夫の

取り組みを進める。 

 

組織の運用と

学校活性化 

・入学希望者

定員確保へ

の更なる取

組 

・職員による

中学校訪問

や中学生向

けの説明会

への出席 

・体験入学等

の説明内容

の工夫と充

実 

・６月学校説明

会 

・７月体験入学 

・１１月進路

状況報告 

Ｂ 

体験入学の実施日が近隣

工業高校の日程が重なり

前年度より30名ほど少な

い参加者数となった。し

かし、前期（特色）選抜

は募集人員140人に対し

188人の受検となり、前年

度比約＋12ポイントの受

検者数となった。 

また、説明会や体験入学

以外でも中学生・保護者

・中学校の教員向けに、

私たちの生活を支えてい



 

る各学科の専門技術・学

習内容を発信し本校の魅

力を伝える必要を感じて

いる。 

学
力
向
上 

生徒の学力向

上 

・自学の習慣

化 

・１日１時間

以上の自学 

・授業アンケ

ートの実施 

Ｂ 

学校評価アンケート、「

Ｑ：自学に取り組んでい

る」への「そう思う・や

やそう思う」の回答率が

ほぼ50％であった。資格

・検定に向けた課題など

家庭で行っていると感じ

られる。資格・検定への

学習意欲を、教科の学習

への自発性に結びつくよ

う指導に工夫を重ねる必

要がある。 

・定期考査前

の学習指導 

・各学年の欠

点者保持者

数が１０％

未満 

・成績不振者対

象の期末考査

前補習を実施

、各部活動に

考査前学習会

実施を呼びか

ける 

Ｂ 

1.2年生のうち2学期まで

の成績で欠点が心配な生

徒数は約10％である。各

考査前の補習は効果があ

るが、考査前補習だけで

は不足する生徒もおり教

育相談部の学習支援と連

携を図る必要を感じてい

る。 

教員の授業力

向上 

・授業見学の

機会確保 

・公開授業週間

を年間で3回

設定し、各1

回以上見学 

・教務部で立

案し、学校

全体で取り

組む 

Ｂ 

ここ数年僅少だった見学

者数が非常に増加した。

ICTの活用事例や生徒への

働きかけなどが参考にな

ったという感想があり、

見学後は授業の工夫など

の情報交換や連携が高ま

っていると感じている。 

実施時期が行事などと重

なると見学に出づらい、

期間を長めにとるなどす

ると予定を組みやすいと

いう要望があった。 

工業分野に関

する知識と技

術の習得 

・技能検定及び

国家資格等へ

の挑戦 

・３年生の３０

％以上がジュ

ニアマイスタ

ーシルバーの

認定 

・工業各科を中

心に教務部、

進路指導部及

び学年が連携

し指導機会の

確保 

Ａ 

前期申請者数130名、後期

申請者数13名、特別表彰

16名、シルバー以上103名

（53.4％、昨年比＋

6.5P） 

・各種イベン

トへの参加

及び各種大

会での上位

進出 

・地域と連携し

た「ものづく

り」 

・各種コンテス

トでの入賞こ

ども科学フェ

アの継続実施 

・地域への貢

献活動を各

科１回実施 

・大会出場者へ

の指導及び学

校広報活動を

充実 

 

・地域のニーズ

に即した課題

の設定及び研

究を推進 Ａ 

想像力、発想力、デザイン

力につながるコンテスト

へは７回（昨年5回）参加

し、つまようじタワーと鉄

道模型は上位に進出した。

また、地域の課題解決につ

ながる研究活動では県大

会の上位に入賞した。 



 

キ
ャ
リ
ア
教
育(

進
路
指
導)

 

進路指導×Ｉ

ＣＴの加速度

的推進 

 

・進路活動に

おけるＩＣ

Ｔ活用の充

実 

・ ＩＣＴを活

用した進路

活動を全生

徒が１回以

上体験 

・ Chromebokを

用いて活動

を行う。 Ａ 

ICT 機器を活用した進路

活動を行うことによって、

各学科に適応した活動を

実施することが出来た。 

・ＩＣＴを活

用した資料

作成や業務

の効率化向

上 

・ ＩＣＴを活

用したデー

タ共有によ

るペーパレ

ス化を昨年

度比８０％

以上達成 

・ 学年会などC

hromebookを

活用し情報

の共有化を

行う。 

Ａ 

職員朝会、職員会議やア

ンケート等調査について

はICT機器を活用すること

により、ペーパーレス化

を図ることができた。 

主体的な進路

選択の実現 

 

・ インターン

シップ活動

の改善と充

実化 

・ 事前の事業

所研究およ

び事後の紹

介ポスター

製作の実施 

・ インターン

シップにお

ける本校の

フレームワ

ークの再構

築 

Ｂ 

マイスター・ハイスクー

ル事業の企業実習で構築

したフレームワークを活

用し、八代管内でのイン

ターンシップ実施に導入

できつつある。 

・定期的なガ

イダンス実

施による情

報収集機会

の充実 

・進路ガイダ

ンスおよび

進路講話を

年３回以上

実施 

・ コロナ禍に

おいても実

施できるよ

うオンライ

ンベースで

計画 

Ｂ 

マイスター・ハイスクール

事業で産業講話を学期ご

とに実施している。生徒の

情報収集の機会はコロナ

禍により中止になるイベ

ントがあった。 

生
徒
指
導 

問題行動、交

通事故等の未

然防止 

・特別指導及

び一般指導

件数 

 

 

 

・特別な指導

件数の昨年

度比１０％

減少 

・携帯電話指

導の昨年度

比１０％減

少 

・個々に応じ

た特別な指

導計画の作

成と実施 

・携帯電話安

全教室、い

じめ防止講

座、薬物乱

用防止教室

の実施 

・毎朝の登校

指導、日常

的な生徒指

導の充実 

Ａ 

2 学期から全職員で登校

指導を実施し、生徒に対

して声掛けを行った。特

別な指導については 55％

減少することができた。

また、携帯電話等の指導

についても携帯電話等に

関する生徒指導だよりの

充実、先生方の指導もあ

り 37％以上減少した。 

・交通事故発

生件数 

・交通事故件

数の減少 

・交通安全講

話の実施 

・県内におけ

る交通安全

情報の提供 

Ｂ 

交通事故は 15 件であり、

昨年（22 件）に比べ減少

したが、近隣の方からの

苦情があり、自転車のマ

ナーについて指導してい

きたい。 

問題行動や悩

みを持つ生徒

への対応 

・個々の生徒

に応じたき

め細やかな

支援や指導

がなされて

いるか 

・課題を抱え

た生徒の組

織的な支援

体制の充実 

 

・生徒指導部

会の定期開

催 

・いじめアン

ケートの実

施 

 

Ａ 

教育相談・各学年主任等

と情報交換を密に行い課

題を抱えた生徒に対して

組織的に対応することが

でき、職員間でも情報の

共有を行うことができ

た。また、各学期いじめ

アンケートを実施し、い

じめの早期発見につなげ

ることができた。 

 

・教育相談部

との情報の

・特別な指導

の充実 

・ＳＳＷ及び

ＳＣ、教育 Ａ 

課題を抱えている生徒を

ＳＣへ繋ぎ、カウンセリ



 

共有、連携

が取れてい

るか 

相談や特別

支援教育担

当と連携 

ングを行うことで情緒の

安定をもたらした。ＳＳ

Ｗや専門医療機関など含

めた今後の対応や指導上

の留意点などの情報共有

を行うことができた。 

人
権
教
育
の
推
進 

研修の充実 

・人権感覚が深

まったか 

・校内・校外研

修への参加 

・校外研修日程

の周知徹底と

推進委員会で

の企画立案と

実施 

Ａ 

八代地区人権同和教育現

地研修会などや、県人教八

代大会へ多く先生方に研

修参加を促すことができ

た。 

人権教育の充

実 

・全ての教育活

動にわたって

人権教育を実

施 

・人権教育に係

る、年間計画

の作成 

・人権教育推進

委員でＬＨＲ

指導案の原案

作成 

Ａ 

コロナ禍で変更になる部

分もあったが、例年通り

人権LHRを実施することが

できた。 

・人権に係る講

演会を実施 

・人権教育推進

委員会での企

画立案と実施 

Ａ 

就職差別や教職員の人権

感覚を磨くための研修を

実施することができた。 

命を大切にす

る心を育む教

育 

・自他を尊重し

、お互いを思

いやる言葉や

態度を育成で

きたか 

・生徒の悩みや

不安を早期発

見 

・コミュニケー

ションスキル

の向上 

・いじめアンケ

ートにおける

、いじめや暴

力を受けたこ

とがある生徒

数の減少 

・教育相談週間

を学期ごとに

実施 

・ソーシャルス

キルトレーニ

ング（ＳＳＴ

）を継続実施 

・毎月の人権標

語作成及びあ

いさつ運動の

実施 Ｂ 

担任・副担任・学科の職

員で、全ての生徒と面談

を実施でき、長期休業中

の生活の様子や今抱えて

いる課題などについて知

ることができた。また、

forms 等を用いてＳＣ・

ＳＳＷとの面談希望調査

を実施することができ

た。 

各学期に１回ＳＳＴを実

施できた。１学期は入学

時の仲間作りや多様な価

値観の理解、クラス内で

互いに認め合う関係作り

ができた。２学期「アサ

ーション」、３学期「私

の四面鏡」と自己肯定感

や自己表現を考えるきっ

かけとなった。 

人権標語は募集したが、

共助委員によるあいさつ

運動は取り組めていな

い。 

い
じ
め
の
防
止
等 

いじめの未然

防止と適切な

対応 

・いじめの認

知件数とそ

の解決率の

向上 

・いじめアン

ケート、ス

クールサイ

ンによる情

報収集 

・いじめが起

きた際の適

切な対応（

いじめ防止

等対策委員

会） 

・いじめ等に

関する情報

共有の強化

（職員間） 

・本校いじめ

防止基本方

針に則り、

いじめ根絶

への取組実

践 

・重大事態対

応マニュア

ルの整備 

Ａ 

情報集約担当者を設置し

各学期のいじめアンケー

トやスクールサインから

の情報及び担任からの情

報などを職員間で共有

し、いじめに対しての対

応を迅速に進めることが

できた。 



 

地
域
連
携
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
ス
ク
ー
ル
等
） 

生徒・保護者・

職員による地

域連携 

・総合型コミ

ュニティー

スクールと

して地域と

の連携体制

の構築 

・学校運営・

教育活動教

育課程の承

認 

・スクール・

ミッション

の承認 

・避難所運営

マニュアル

の確認・改

善 

・地域の課題

への取組に

よる地域活

性化 

・学校運営協

議会の開催

（年３回）

による連携

体制の確認 

 

・地域住民の

視察による

防災避難訓

練の実施 

・やつしろま

ちなか美術

館の取組 

Ｂ 

学校運営協議会では学校

運営への理解、地域の課

題の共有などができた。

今後とも地域との連携体

制を構築していきたい。

また、学校運営協議会委

員に防災避難訓練を視察

していただき、市役所の

防災担当部署から専門的

な意見をいただくことが

できた。今後は、地域と

連携した防災訓練のあり

方等についても検討して

いきたい。 

開かれた学校

づくりの充実 

・ＰＴＡ活動の

活性化 

・ＰＴＡ各種委

員 会 の 活 動

を 年 間 通 し

て(3回以上)

実施 

・各種委員長が

企画を立案し

、役員で協力

し行事に取り

組む 

Ｂ 

本年度についても、各種

委員会は十分な活動を実

施することが困難な状況

だった。コロナと共成し

ながら実施できる活動を

検討する。 

・校内・外行事

の連絡徹底 

・学校行事の変

更や追加につ

いて、迅速に

対応し、保護

者への連絡の

徹底 

・Google 

Workspace、

ＨＰ安心安全

メール等を活

用した連絡の

周知 

Ａ 

学校行事や保護者連絡に

ついて、ICTを活用した連

絡の徹底は実施できた。 

今後の課題としては、学

校行事の追加・変更をよ

りリアルタイムで通知で

きるかと考える。 

特
色
あ
る
学
校
づ
く
り 

マイスター・

ハイスクール

事業推進によ

る学校活性化 

 

 

 

・マイスター

・ハイスク

ールビジョ

ンが目指す

人材の育成 

 

・生徒・職員

等への事業

評価アンケ

ートで「あ

る程度」が

８０％以上 

・生徒全員が

デジタル技

術関連の資

格の取得 

・県内企業へ

の就職割合

６０％ 

・産業実務家

教員による

授業 

・企業実習の

実施 

・大学・企業

視察の実施 

・産業講話の

実施 

・カリキュラ

ム刷新 

・エコシステ

ム構築 

Ａ 

デジタル技術関連の資格

取得の割合は 82％であり

上昇傾向にある。県内企

業への就職率は約 59％で

あり、事業の成果がでて

いる。また、産学官一体

となった人材育成の取組

みをとおして教員の資質

向上につながっている。 

資格取得と部

活動による社

会を逞しく生

き抜く心身の

育成 

 

・朝は資格・

検定に向け

た学習会、

放課後は部

活動に励む

メリハリの

ある学校生

活 

・基礎基本を

大切に、凡

事徹底の実

践 

・各種コンテ

スト入賞（

３位以内） 

・部活動各種

大会入賞（

ベスト８以

上） 

・生徒、保護

者、担当者

との連携（

信頼と協力

）による指

導強化 

・顧問の指導

力向上（外

部研修を含

む） 

 

 

 

 

Ｂ 

高校生ものづくりコンテ

ストで、化学分析部門が

銀賞を獲得した。熊本県

工業高等学校生徒研究発

表会において熊本県工業

連合会会長表を受賞した

。また運動部、文化部とも

に多数の部活動が九州大会

以上の出場権を獲得した。 



 

・生徒の意欲

高揚 

・リーダー研

修会を実施

し、生徒の

自覚と自信

を深め、学

校の活性化

に寄与する

人材を育成 

・資格や大会

内容の紹介

及び合格や

入賞結果の

報告 

Ｂ 

リーダー研修会はコロナウ

イルス感染症防止のため縮

小して行われた。コミュニ

ケーション力の向上を中

心として、リーダーとして

の自覚を持たせる内容に

取り組んだ。資格や大会の

結果をＨＰやＩｎｓｔａｇ

ｒａｍにおいて情報発信を

行うことができた。ジュニア

マイスター特別表彰は  

16名であった。 

であった。 

 

 

保
健
安
全
環
境
の
管
理 

校内環境整備

の充実 

・環境に対す

る責任ある

行動を実践 

・ＳＤＧsを考

慮した学校

版環境ＩＳ

Ｏへの取組 

 

・可燃ごみ削

減 

・ペットボト

ル廃棄量の削

 減 

・環境系ボラ

ンティアヘ

の積極参加 Ａ 

ICT機器の活用等により紙

ゴミ減少したり、生徒会

によるマイボトル運動に

よりペットボトルゴミ等

も含め昨年度より約40％

減少した。また、環境系

ボランティアには、「八

代海・浜辺の大掃除ボラ

ンティア」に170名の生徒

が参加し、身近な環境問

題に触れるよい機会とな

った。今後はSDGsに係る

取り組みを実施していき

たい。 

・校内安全管

理及び美化

向上 

・校内安全点

検の実施 

・美化コンク

ール等の実

施 

・職員及び生

徒による校

内安全点検

の実施 

・生徒会によ

る美化コン

クールを年

間２回以上

実施 

・部活動生徒

による清掃

活動を年２

回以上実施 

Ｂ 

学期ごとの安全点検を実

施し、校内安全の向上に

努めている。美化コンク

ールは2回実施することが

でき、校内美化向上につ

ながっている。部活動生

徒による清掃活動は、コ

ロナの影響等で実施でき

なかった。 

心身ともに健

康な学校生活

の実現 

・健康診断結果

等をもとにし

た日常的な健

康管理の充実

と健康 

・心身の健康に

悩みを持つ生

徒の早期発見

と支援保健(

病気予防対策

等)啓発 

・生徒､保護者､

学校の連携徹

底と生徒情報

共有化、毎月

保健だより発

行、外部講師

講話の実施 

・衛生委員会月

１回開催 

 

 

Ａ 

毎月の保健だよりや安心

安全メール等を活用し生

徒、保護者と情報の共有

ができた。また、性教育

講演会は全学年、衛生委

員会は、月一回実施でき

た。 

 



 

特
別
支
援
教
育 

特別支援教育

の充実 

・個に応じた

指導の充実 

・必要な生徒

の支援計画

、指導計画

を作成し、

適切な支援

の実践 

・学科、学年

と連携を図

り全職員共

通理解に基

づく支援の

実施 

 

 

Ｂ 

書類の作成や記入につい

ては協力的に作成しても

らうことができた。普段

の学校生活に生かせるよ

うに活用の方法は検討が

必要である。 

・家庭や専門

機関との連携 

 

 

 

Ｂ 

就職についてハローワー

クや熊本障がい者職業セ

ンターと連携することで

情報の共有ができ、社会

参加に向けて、本人の意

欲や保護者の安心につな

がった。 

・発達障がい

、悩みのあ

る生徒の情

報の共有化

と支援の実

践 

・科会や学年

会からの情

報を教育相

談部で共有

化し適時支

援できる対

応策の研究 

・生徒理解研

修の実施 

・ＳＳＷやＳ

Ｃ等の活用

及び専門家

による校内

職員研修の

実施 
Ａ 

学期に１回、生徒理解研

修を実施し、学習面や身

体面など課題を抱えた生

徒について、情報を共有

することができた。発達

障がいの生徒の進路実現

に向けての近況も共有で

き、今後の支援方法につ

いて考えるきっかけとな

った。 

ＳＣ・ＳＳＷは、発達特

性への正しい理解に向け

た職員への研修や助言、

生徒面談や医療機関への

受診同行など職員や保護

者と連携して生徒支援を

行っている。 

 
  

４ 学校関係者評価 

（１）評価された点 

 ○生徒の進路保障として、就職内定率１００％を継続して欲しい。卒業生などの体験談を

話す機会も設けるなどの進路保障に取り組んで欲しい。 

 ○地域貢献に向けた学科の取組みを今後も引き続き充実させて欲しい。 

 ○コロナ禍にかかわらず、各種コンテストの実績の向上、検定試験及び資格取得者も増加

しており教職員の熱意と一体になった組織的な取組が評価できる。 

 ○マイスター・ハイスクール事業実施をとおした人材育成は学校の特色化・魅力化につな

がっている。 

（２）課題及び助言 

 ○入学志願者の定員割れが続いている。魅力発信の工夫をお願いしたい。 

○避難訓練において、初期消火の状況、建物の中にいる人数、避難場所等を明確に通報す

る必要がある。また、地域と連携した避難所運営等を検討して欲しい。 

 

５ 総合評価 
○全体的に昨年度と比べ自己評価は高くなっている。特に、業務改善においては、様々な業
務において職員がICT機器を活用した取組みを実施し、業務の効率化につながっている。学校
評価アンケートの結果でも意識改革が進んでいる。 
○産学官一体となった人材育成の取組みであるマイスター・ハイスクール事業については、
工業科を中心に普通科教員も巻き込みながら事業２年目の取組みを力強く進めることができ
た。 
○コロナ禍において、保護者はじめ地域社会への情報発信が進まない面もあったが、学校公
式インスタグラムの開設や生徒による学校PR動画作成、学校案内パンフレットの刷新等の多
くの取組みにより、令和５年度の入学生は昨年度に比べ増加している。 



 

○課題を抱える生徒が年々増加しているが、生徒指導部、教育相談、学科等の連携を強固に
して組織として対応する事ができた。 
○生徒の学力向上については、自学に取組む生徒の割合が昨年度に引き続き低く、ICT機器の
活用も含め、全体的な学力向上と生徒の多様化に対応する個に応じた学習指導を充実させて
いく必要がある。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
○生徒及び保護者、全ての教職員がスクール・ミッション、学校目標を共有・理解し、カリ
キュラム・マネジメントを働かせた教育課程、日々の教育活動を実践していくための組織体
制を整えていく。 
○多様化する生徒への丁寧な対応及び対応のための体制づくり。 
○令和６年度以降を見据えたマイスター・ハイスクール事業継続のための学校体制づくり。 
 

 


